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代表取締役会長兼社長

　当連結会計年度における我が国の経済は、昨年末の衆議院解散に

伴う政権交代による景気対策への期待感から為替相場の円安基調へ

の転換、株式相場の上昇等、景気回復に対する期待感が高まりつつ

あります。

　この様に社会情勢が大きく変化する状況の中で当社グループは、急

速にグローバル化とクラウド化が進む中、従来のハードウェア製品主

体の保守事業から、最新のIT技術教育・コンサルティングといった事

業へ企業体質の変換を図るために、全技術者に対して最新の仮想化技

術の教育を実施し、今年度200名以上のベンダライセンス取得者を育

成しました。IT技術教育は、自己啓発が基本であるものの、進化する

IT技術に常に対応できる技術者の育成は、当社グループの生命線であ

ることから、今後も継続して実施してまいります。また、20年以上の

IT教育事業の経験から独自のIT教育メニューを開発し、IT企業の人材

育成をサポートする事業が徐々に拡大しております。その結果、我が

国の国家プロジェクトである「高度ICT利活用人材育成カリキュラム」

の基本設計を昨年度に続き、今年度も受託するなど、当社グループの

IT教育の知見に対する評価は、国内でも評価されるまでになって参り

ました。以上の結果、当連結会計年度における売上は45億97百万円

（前期比11.2％減）となり、利益面では営業利益57百万円（同25.4％

減）、経常利益58百万円（同14.2％減）となり、特別損失として貸倒

引当金繰入額、事務所移転費用を計上したことにより１百万円の当期純利益（前期は29百万円の

当期純損失）となり、４期ぶりの最終黒字となりました。

　また、当社グループが25周年を期に発表しました新規プロジェクト事業

１．�世界標準のITスキルアセスメントテスト「GAIT」
２．�サン・マイクロシステムズの創業者スコット・マクネリ氏が開発した「Wayin」
の積極的な展開を図り推進すべく、GAITについては、販路拡大のPR活動、世界展開に向けての

代理店網、世界標準に向けた第三者機関の認証、Wayinについては、日本市場の需要調査、タイ

ムリーなローカライズ、コンサルティング事業への展開など多岐にわたる課題を早期に解決すべ

くあらゆる手段を講じ実現することに努めてまいります。

　株主の皆様におかれましては旧倍のご支援を賜りますようお願い申し上げます。

� 平成25年６月

Message from Top Management
ごあいさつ
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独立行政法人国民生活センター
『放射能測定装置 50式（第6次調達）』を落札

創立25周年記念特別式典を開催（場所：帝国ホテル）
ATP（The Association of 
Test Publishers）へ加盟

日本政府より高度ICT利活用
人材育成カリキュラム（実践編）
の開発等の請負

ノーチラス・テクノロジーズと
技術者教育で協業

ホームページをリニューアル
http://www.jtp.co.jp/

米国VMware社より
Best Trainer 
of the year 受賞

食品中放射性セシウムスクリーニング検査と
ユーザ教育プロセスの国際認証取得

新規事業

既存事業

2013

5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 34
2012

進行：阿川 佐和子氏 特別講演：小泉 純一郎元総理 キーノートスピーチ：Scott G. McNealy氏

放射能汚染対策

放射能汚染対策

コンサルティング（公共）

日本政府よりビッグデータの利活用における
新たな人材像に関する調査研究の請負

コンサルティング（公共）

IT教育 IT教育

GAIT

GAIT  
世界標準のITスキルアセスメント

「GAIT（ゲイト）」の世界配信開始

Wayin  
米国Wayin社と業務提携

Topics
年間トピックス
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１株当たり当期純利益 （単位：円）

当期純利益 純資産額／総資産額 （単位：百万円）

１株当たり純資産額 （単位：円）

売上高 （単位：百万円） 経常利益

（単位：百万円）

（単位：百万円）単体 連結 単体 連結

単体 連結 純資産額（単体） 総資産額（単体）
純資産額（連結） 総資産額（連結）

単体 連結 単体 連結

（注）�当社は、平成25年４月１日付で株式１株につき100株の割合をもって株式分割をして
おりますが、第22期首に株式分割が行われたものと仮定して算定しております。

（注）�当社は、平成25年４月１日付で株式１株につき100株の割合をもって株式分割をして
おりますが、第22期首に株式分割が行われたものと仮定して算定しております。

　コンピュータ・システムサポート部門において、既存のコンピュータ保守業務の減少を補うべく、営業サポート業務やITベ
ンダのシステム増設等に伴うネットワーク工事の受託を推進いたしました。
　IT応用システム・サポート部門においては、医療機器や分析装置の保守、設置業務に加え、前連結会計年度より放射線検査
機器の取り扱いを開始いたしましたが、既存の保守業務の減少を補うまでには至りませんでした。
　この結果、当連結会計年度の売上高は19億22百万円（同10.6％減）、営業利益は3億58百万円（同30.7％減）となりました。

フィールド・ソリューション事業

　インテグレーション・サポート部門においては、顧客からの値引き要求受入れにより利益が減少いたしました。
　リペアセンタ部門については、引き続き堅調に推移いたしました。
　この結果、当連結会計年度の売上高は7億22百万円（同4.1％減）、営業利益は89百万円（同1.9％増）となりました。

ハードウェア・ソリューション事業

　国内子会社であったデータ・エントリー・ソリューション株式会社の清算（平成24年３月）により、当連結会計年度の売上
高は4百万円（同50.4％減）、6百万円の営業損失（前期は10百万円の営業損失）となりました。

その他

　教育部門においては、原価の圧縮（賃借料や外注費等）を図り、利益改善に努めました。
ソフトウェア開発部門においては、取引先の会社更生法の適用申請等により、受託業務の縮小懸念もありましたが、概ね堅
調に推移いたしました。
　また、ヘルプデスク・コールセンタ部門においては、赤字が続いていた受託業務の契約解除により売上は減少いたしまし
たが、収益は改善いたしました。
　この結果、当連結会計年度の売上高は19億48百万円（同13.9％減）、営業利益は1億72百万円（前期は17百万円の営業損
失）となりました。

ソフトウェア・ソリューション事業

Business Performance
経営成績

Financial Highlights
財務ハイライト
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連結貸借対照表� （単位：千円）

当連結会計年度 前連結会計年度
（平成25年3月31日現在） （平成24年3月31日現在）

（資産の部）

▪流動資産 2,336,648 2,389,864

現金及び預金 1,165,632 1,197,273

受取手形及び売掛金 891,747 924,566

商品 119,113 53,686

仕掛品 － 2,472

原材料及び貯蔵品 13,684 8,113

繰延税金資産 101,343 127,921

その他 62,027 88,116

貸倒引当金 △16,900 △12,286

▪固定資産 640,165 692,933

有形固定資産 141,525 158,362

建物附属設備 111,172 128,114

機械装置及び運搬具 0 0

器具及び備品 30,353 30,248

無形固定資産 124,932 150,522

ソフトウェア 116,348 141,788

その他 8,584 8,733

投資その他の資産 373,707 384,049

差入保証金 154,619 166,941

繰延税金資産 180,797 175,003

その他 98,905 75,536

貸倒引当金 △60,613 △33,431

▪資産合計 2,976,814 3,082,797

� （単位：千円）

当連結会計年度 前連結会計年度
（平成25年3月31日現在） （平成24年3月31日現在）

（負債の部）

▪流動負債 713,923 678,100

買掛金 204,564 146,287

未払金 142,767 149,629

未払法人税等 19,709 15,040

賞与引当金 157,560 160,140

役員賞与引当金 7,920 5,257

その他 181,401 201,746

▪固定負債 527,951 571,248

退職給付引当金 476,798 483,908

その他 51,153 87,339

▪負債合計 1,241,875 1,249,349

（純資産の部）

▪株主資本 1,743,687 1,843,130

資本金 795,475 795,475

資本剰余金 647,175 647,175

利益剰余金 723,045 822,489

自己株式 △422,008 △422,008

▪その他の包括利益累計額 △8,748 △9,682

為替換算調整勘定 △8,748 △9,682

▪純資産合計 1,734,939 1,833,448

▪負債純資産合計 2,976,814 3,082,797
（注）金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

連結損益計算書� （単位：千円）

当連結会計年度 前連結会計年度
自 平成24年4月 1日（至 平成25年3月31日） 自 平成23年4月 1日（至 平成24年3月31日）

▪売上高 4,597,242 5,175,710
売上原価 3,894,731 4,534,133

▪売上総利益 702,510 641,577
販売費及び一般管理費 644,645 563,980

▪営業利益 57,864 77,596
営業外収益 4,508 4,008
営業外費用 4,133 13,748

▪経常利益 58,239 67,856
特別利益 － 3,578
特別損失 22,288 45,986

▪税金等調整前当期純利益 35,951 25,449
法人税、住民税及び事業税 13,960 11,690
法人税等調整額 20,783 43,636

▪�少数株主損益調整前当期純利益又は
少数株主損益調整前当期純損失（△） 1,207 △29,877

▪当期純利益又は当期純損失（△） 1,207 △29,877
（注）金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

連結キャッシュ・フロー計算書� （単位：千円）

当連結会計年度 前連結会計年度
自 平成24年4月 1日（至 平成25年3月31日） 自 平成23年4月 1日（至 平成24年3月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー 162,366 △98,301

投資活動によるキャッシュ・フロー △58,081 146,260

財務活動によるキャッシュ・フロー △138,107 △166,435

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,580 △11,146

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △30,241 △129,623

現金及び現金同等物の期首残高 1,195,406 1,325,029

現金及び現金同等物の期末残高 1,165,164 1,195,406

（注）金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

連結株主資本等変動計算書　当連結会計年度（自 平成24年4月1日　至 平成25年3月31日）� （単位：千円）

株 主 資 本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本

合計
為替換算
調整勘定

その他の
包括利益

累計額合計
▪平成24年4月1日残高 795,475 647,175 822,489 △422,008 1,843,130 △9,682 △9,682 1,833,448

▪連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △103,710 △103,710 △103,710

当期純利益 1,207 1,207 1,207

連結範囲の変動 3,059 3,059 3,059

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額） 934 934 934

▪連結会計年度中の変動額合計 － － △99,443 － △99,443 934 934 △98,509

▪平成25年3月31日残高 795,475 647,175 723,045 △422,008 1,743,687 △8,748 △8,748 1,734,939
（注）金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

Consolidated Financial Statements
連結財務諸表



上海薩徳　迪信息技術有限公司
（中国上海市）

帖拍

匯信通信息産業有限公司
（中国天津市）

韓国サード・パーティ株式会社
（韓国ソウル市）

東海サービスセンタ
（名古屋市中村区）

本社（東京都品川区）
東京テクニカルラボセンタ（東京都大田区）

関西事業所
（大阪府吹田市）

九州サービスセンタ
（福岡市博多区）

Japan Third Party of Americas, Inc.
（カリフォルニア州 サンタクララ市）

■サービススポット

事業所（国内）
子会社（海外）
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会社概要
設 立 昭和62年10月31日（1987年）
資 本 金 795,475,000円
従業員数 419名（連結）

子会社
匯信通信息産業有限公司
上海薩徳帕迪信息技術有限公司
韓国サード・パーティ株式会社
Japan Third Party of Americas, Inc.

株式の概要
発行可能株式総数 207,000株
発行済株式の総数 60,156株
株主数 1,211名

大株主
株主名 持株数（株）持株比率（％）

森 和昭 26,156 50.44
伊藤忠テクノソリューションズ株式会社 6,600 12.72
JTP従業員持株会 1,869 3.60
株式会社三菱東京UFJ銀行 1,440 2.77
フューチャーアーキテクト株式会社 800 1.54
佐伯 康雄 779 1.50
日本オラクルインフォメーションシステムズ株式会社 600 1.15
シーティーシー・テクノロジー株式会社 600 1.15
日本ヒューレット・パッカード株式会社 600 1.15
大阪証券金融株式会社 587 1.13

（注）1. �当社は、自己株式を8,301株保有しておりま
すが、上表からは除外しております。

　　 2. �持株比率は、自己株式を控除して計算して
おります。

役員（平成25年6月14日現在）
最高経営顧問 Scott G. McNealy
代表取締役会長兼社長 森 　和昭
代表取締役副社長 長谷川 将
取締役 髙島 隆明
取締役 佐伯 康雄
取締役 為田 光昭
取締役 田中 良和
取締役 古川 宏幸
取締役 伊達 　仁

常勤監査役 今西 俊貴
監査役（社外） 竹内 定夫
監査役（社外） 野々宮 恵司
監査役 森　 　亮

（株） （%）

金融機関 2,108 3.50
金融商品取引業者 461 0.77
その他の法人 9,223 15.33
外国法人等 240 0.40
個人・その他 39,823 66.20
自己株式 8,301 13.80
合計 60,156 100.00

株式分布状況

株価の推移

自己株式

株式数構成比

個人・その他

金融機関

金融商品取引業者

その他の法人

外国法人等

証券コード	 2488
事業年度	 毎年4月1日から翌年3月31日まで
定時株主総会	 毎年6月
上記基準日	 毎年3月31日
	� そのほか必要があるときは、あらかじめ公告

して定めた日
配当金受領株主確定日	 期末配当金　毎年3月31日
	 中間配当金　毎年9月30日（中間配当を行う場合）
株主名簿管理人 	 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
	 三井住友信託銀行株式会社
株主名簿管理人	 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
事務取扱場所	 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（郵便物送付先)	 〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
	 三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（電話照会先）	 0120-782-031
（インターネット ホームページURL）	 http://www.smtb.jp/personal/agency/index.html
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特別口座 口座管理機関	 三菱UFJ信託銀行株式会社
（郵便物送付先）	 〒137-8081 東京都江東区東砂七丁目10番11号
	 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

（電話照会先）	 0120-232-711
公告の方法	� 下記当社ホームページに掲載して行います。

ただし、事故その他やむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない
場合は、日本経済新聞に掲載して行います。

	 http://www.jtp.co.jp/

Corporate Data（平成25年3月31日現在）

会社概要

Stock Information（平成25年3月31日現在）

株式の状況

Network（平成25年3月31日現在）

ネットワーク

（注）�当社は、平成25年４月１日付で株式１株につき100株の割合をもって株式分割を行っており、
株価及び出来高については、当該株式分割を考慮したものとしております。




